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生活衛生分野の取組の方向性と方策
～快適で安心できる生活環境の確保～

【方向性】
○規制・監視体制の強化
【方策】
○指導 監視の地域間格差を分析 評価 → 結保健所等の行政機関 ○指導・監視の地域間格差を分析・評価 → 結
果を自治体に周知

○監視指導状況が特に高い自治体と低い自治体
の取り組みの分析
○環境衛生監視員講習制度創設（H 24年度予算

事業者団体・市民団体等の
ソーシャルキャピタル

【方向性】

○環境衛生監視員講習制度創設（H.24年度予算
で対応保健医療科学院と連携） → 内容を協議

○

住

各事業者
○ソーシャルキャピタルである生活衛生同業
組合等の機能強化と活用
【方策】

○自治体による新規営業者等の組合への加

住民 入促進（H23.7 通知発出済）
○保健所等から営業者への伝達機能促進

○全国指導センターの大規模チェーン店等と
の連携を図り、公衆衛生情報提供機能強化

【方向性】

○営業者の自主的な衛生努力の支援と消費
者への情報関与の促進
【方策】

○自主管理点検表の普及・公表（店舗への
掲示、組合・指導センターからの指導促進）
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生活衛生関係営業の課題（自主努力と規制・支援）
［断面図］

地域のソーシャルキャピタルの活用

住民の安全・安心の確保

「便利」

営業者の自主努力
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生活衛生関係営業に求められる課題と達成方策（イメージ）

小規模零細営業者 中規模 大規模営業者
課題例

「便利」

• 各店舗の「創意工夫」
• 他店に対する優位性の確立

• 「ブランドイメージ」の確立と広告を通じ
た定着

115万営業者の70％は、5人未満
事業所

大規模チェーン店等
（例：マクドナルド 3,200店）

「便利」
「快適」
「美」
「味」

• おいしさ
• ファッション

他店 対す 優位性 確

• 主に、自主的な経営努力
• 「業界」での研修・情報交換を通じた競争
力 確保 強化

定着
• 大量仕入れを通じた安定（安価）供給

• 自主的な経営努力と競争力強化

(アメニティ)
力の確保・強化

◎ 融資 △ 補助金 × 規制
• 消費者ニーズの把握と対応
• 「業界」の公益的な取組を通じたサービ

• 各営業者のサービス・商品の改善
• 生活衛生同業組合に加入していない

消費者の
「安心」確保

（適切な選択

• 原産地表示
• アレルギー
• 清潔

• 「業界」の公益的な取組を通じたサービ
ス・商品の改善

◎ 振興事業補助金を活用した業界全体の

• 生活衛生同業組合に加入していない
事例も多いが、経費節減を目的として衛
生確保が損なわれないよう注意が必要

支援）
◎ 振興事業補助金を活用 業界 体
底上げ
○ 行政のガイドライン △ 規制

○ 行政のガイドラインと情報提供
△ 規制

• 営業者自身の必須の対応
• 組合による「指導」

• 営業者自身の必須の対応
•生活衛生同業組合に加入していない事

「衛生」

（社会防衛）
• 食中毒防止
• 感染症予防

組合による 指導」
•「孤立する組合非加入営業者」への働き
かけ

◎ 振興事業補助金を活用した緊急課題へ

生活衛生同業組合に加入していない事
例も多いが、経費節減を目的として衛生
確保が損なわれないよう注意が必要
•「衛生意識の薄い大規模営業者」への
意識喚起

の対応 ◎ 保健所の規制
◎ 組合加入促進 ◎自主点検表の普及
○ 融資を通じた最低基準の確保

◎ 保健所、全国指導センターを通じた
情報提供等
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平成21年度 保健所の環境衛生監視員の1人あたりの対象人口
※保健所の環境衛生監視員については、専従者、兼務者の区別なし（以下のグラフにおいて同じ。）
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※厚生労働省：「人口動態調査」、「地域保健・健康増進事業報告」 ４

平成２１年度 保健所の環境衛生監視員1人あたりの
生活衛生関係営業施設数

600 

※生活衛生関係営業施設とは、興行場、旅館業、公衆浴場、理容所、美容所、クリーニング所をいう。
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※厚生労働省：「衛生行政報告例」、「地域保健・健康増進事業報告」 ５



平成２１年度 生活衛生関係営業施設1か所あたりの調査・監視指導回数

※生活衛生関係営業施設とは、興行場、旅館業、公衆浴場、理容所、美容所、クリーニング所をいう。

※生活衛生関係営業施設への調査・監視指導回数は、保健所の環境衛生監視員が、立入検査対象施設に行った調査・監視指導回数及び許可前の調査指導及び使用
前の確認のための調査指導（検査）を行った回数を示している
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※厚生労働省：「衛生行政報告例」、「地域保健・健康増進事業報告」 ６

平成２１年度 生活衛生関係営業施設1か所あたりの調査・監視指導回数（降順）

※生活衛生関係営業施設とは、興行場、旅館業、公衆浴場、理容所、美容所、クリーニング所をいう。

※生活衛生関係営業施設への調査・監視指導回数は、保健所の環境衛生監視員が、立入検査対象施設に行った調査・監視指導回数及び許可前の調査指導及び使用
前の確認のための調査指導（検査）を行った回数を示している
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前の確認のための調査指導（検査）を行った回数を示している。
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※厚生労働省：「衛生行政報告例」、「地域保健・健康増進事業報告」



平成２１年度 旅館等1か所あたりの調査・監視指導回数（降順）
※調査・監視指導回数は、保健所の環境衛生監視員が、立入検査対象施設に行った調査・監視指導回数及び許可前の調査指導及び使用前の確認のための調査指導

（検査）を行った回数を示している。

3.0 

2.5 

施
設

2.0 

設
1
か
所
あ
た
り

1.5 

り
の
調
査
・
監
視

0 5

1.0 指
導
回
数
（
回
／

平均0.54

0.0 

0.5 

大高京姫神盛東西東仙横福兵名川札柏船千大北茨旭静鹿郡福静福新相堺久新福群香千富愛北神尼宮佐奈岡長宮い徳横さ長岐宮函青大長山富愛岡熊広浜青京三鹿長岡大沖栃岐秋熊高埼前松山福山岩下滋高奈和島石宇秋広和鳥高大豊川豊倉金

年
）

大
阪
府

高
槻
市

京
都
市

姫
路
市

神
戸
市

盛
岡
市

東
大
阪
市

西
宮
市

東
京
都

仙
台
市

横
浜
市

福
岡
市

兵
庫
県

名
古
屋
市

川
崎
市

札
幌
市

柏
市

船
橋
市

千
葉
県

大
阪
市

北
九
州
市

茨
城
県

旭
川
市

静
岡
市

鹿
児
島
市

郡
山
市

福
井
県

静
岡
県

福
島
県

新
潟
県

相
模
原
市

堺
市

久
留
米
市

新
潟
市

福
山
市

群
馬
県

香
川
県

千
葉
市

富
山
県

愛
媛
県

北
海
道
庁

神
奈
川
県

尼
崎
市

宮
城
県

佐
賀
県

奈
良
県

岡
山
県

長
崎
県

宮
崎
県

い
わ
き
市

徳
島
県

横
須
賀
市

さ
い
た
ま
市

長
野
市

岐
阜
市

宮
崎
市

函
館
市

青
森
県

大
分
県

長
野
県

山
形
県

富
山
市

愛
知
県

岡
崎
市

熊
本
県

広
島
市

浜
松
市

青
森
市

京
都
府

三
重
県

鹿
児
島
県

長
崎
市

岡
山
市

大
津
市

沖
縄
県

栃
木
県

岐
阜
県

秋
田
県

熊
本
市

高
知
県

埼
玉
県

前
橋
市

松
山
市

山
梨
県

福
岡
県

山
口
県

岩
手
県

下
関
市

滋
賀
県

高
知
市

奈
良
市

和
歌
山
県

島
根
県

石
川
県

宇
都
宮
市

秋
田
市

広
島
県

和
歌
山
市

鳥
取
県

高
松
市

大
分
市

豊
田
市

川
越
市

豊
橋
市

倉
敷
市

金
沢
市

※厚生労働省：「衛生行政報告例」、「地域保健・健康増進事業報告」

８

平成２１年度 公衆浴場1か所あたりの調査・監視指導回数（降順）
※調査・監視指導回数は、保健所の環境衛生監視員が、立入検査対象施設に行った調査・監視指導回数及び許可前の調査指導及び使用前の確認のための調査指導

（検査）を行った回数を示している。
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2.50 

施
設
１
か
所
あ

1.50 
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た
り
の
調
査
・
監
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監
視
指
導
回
数
（
回

平均0.66
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高大堺東東鹿名横京旭仙川北神福郡船西兵姫新千千愛滋茨長福長静柏福岡い長熊北札佐高横久神岡三香相岐宮大愛徳長山埼浜青熊宮福宮富岡宇静鹿川さ山京青富倉大福尼高山奈秋大岐群岩広秋奈大栃広沖石新鳥和高松島和盛豊前下金函豊

回
／
年
）

高
槻
市

大
阪
府

堺
市

東
大
阪
市

東
京
都

鹿
児
島
市

名
古
屋
市

横
浜
市

京
都
市

旭
川
市

仙
台
市

川
崎
市

北
九
州
市

神
戸
市

福
岡
市

郡
山
市

船
橋
市

西
宮
市

兵
庫
県

姫
路
市

新
潟
市

千
葉
市

千
葉
県

愛
媛
県

滋
賀
県

茨
城
県

長
崎
県

福
山
市

長
崎
市

静
岡
市

柏
市

福
島
県

岡
山
県

い
わ
き
市

長
野
市

熊
本
市

北
海
道
庁

札
幌
市

佐
賀
県

高
知
県

横
須
賀
市

久
留
米
市

神
奈
川
県

岡
山
市

三
重
県

香
川
県

相
模
原
市

岐
阜
市

宮
城
県

大
阪
市

愛
知
県

徳
島
県

長
野
県

山
形
県

埼
玉
県

浜
松
市

青
森
県

熊
本
県

宮
崎
市

福
岡
県

宮
崎
県

富
山
県

岡
崎
市

宇
都
宮
市

静
岡
県

鹿
児
島
県

川
越
市

さ
い
た
ま
市

山
梨
県

京
都
府

青
森
市

富
山
市

倉
敷
市

大
津
市

福
井
県

尼
崎
市

高
知
市

山
口
県

奈
良
県

秋
田
市

大
分
県

岐
阜
県

群
馬
県

岩
手
県

広
島
県

秋
田
県

奈
良
市

大
分
市

栃
木
県

広
島
市

沖
縄
県

石
川
県

新
潟
県

鳥
取
県

和
歌
山
市

高
松
市

松
山
市

島
根
県

和
歌
山
県

盛
岡
市

豊
田
市

前
橋
市

下
関
市

金
沢
市

函
館
市

豊
橋
市

※厚生労働省：「衛生行政報告例」、「地域保健・健康増進事業報告」
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平成２２年度 特定建築物１か所あたりの立入検査等回数（降順）
※「立入検査等」とは、特定建築物への「報告徴収」と「立入検査」を示す。
※ 東日本大震災の影響により宮城県、福島県のデータを除く。
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4.5 

特

3.0 

3.5 

特
定
建
築
物
１
か
所
あ
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た
り
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立
入
検
査
等
回
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数
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／
年
）

平均0.42
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秋岡名福広和和横札福大旭岐奈北下岐大岡新神東浜姫鹿西高郡函仙愛北香高富山愛長京千高兵い千船静群大長宮鹿山富神奈熊佐広岡堺東宮福相宇尼大青石静茨福滋長川松柏栃青京金秋山島倉三前新さ埼熊岩盛久豊徳横大沖高長鳥川豊秋
田
市

岡
山
県

名
古
屋
市

福
山
市

広
島
県

和
歌
山
県

和
歌
山
市

横
浜
市

札
幌
市

福
岡
市

大
阪
府

旭
川
市

岐
阜
市

奈
良
県

北
九
州
市

下
関
市

岐
阜
県

大
阪
市

岡
山
市

新
潟
市

神
戸
市

東
大
阪
市

浜
松
市

姫
路
市

鹿
児
島
市

西
宮
市

高
松
市

郡
山
市

函
館
市

仙
台
市

愛
媛
県

北
海
道

香
川
県

高
槻
市

富
山
県

山
口
県

愛
知
県

長
崎
県

京
都
市

千
葉
県

高
知
県

兵
庫
県

い
わ
き
市

千
葉
市

船
橋
市

静
岡
県

群
馬
県

大
分
県

長
崎
市

宮
崎
県

鹿
児
島
県

山
梨
県

富
山
市

神
奈
川
県

奈
良
市

熊
本
県

佐
賀
県

広
島
市

岡
崎
市

堺
市

東
京
都

宮
崎
市

福
井
県

相
模
原
市

宇
都
宮
市

尼
崎
市

大
分
市

青
森
県

石
川
県

静
岡
市

茨
城
県

福
岡
県

滋
賀
県

長
野
県

川
崎
市

松
山
市

柏
市

栃
木
県

青
森
市

京
都
府

金
沢
市

秋
田
県

山
形
県

島
根
県

倉
敷
市

三
重
県

前
橋
市

新
潟
県

さ
い
た
ま
市

埼
玉
県

熊
本
市

岩
手
県

盛
岡
市

久
留
米
市

豊
田
市

徳
島
県

横
須
賀
市

大
津
市

沖
縄
県

高
知
市

長
野
市

鳥
取
県

川
越
市

豊
橋
市

※厚生労働省：「衛生行政報告例」

10

平成２２年度 特定建築物１か所あたりの報告徴収回数（降順）
※特定建築物への「報告徴収」の回数のみについて解析したもの。
※東日本大震災の影響により宮城県、福島県のデータを除く。
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4.5 

特

3.0 
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特
定
建
築
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か
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あ
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数
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）
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秋福広岡和下福岐札岡大名岐旭北横鹿函高新姫浜仙大香和高北長群愛広熊東兵長東宇大佐岡山栃新山相富山島鳥松神埼三青青岩盛秋郡い茨前さ川千千船柏川横富石金福長長静静愛豊豊滋大京京堺神西尼奈奈倉徳高高福久熊大宮宮鹿沖

平均0.37
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市

岐
阜
市

札
幌
市

岡
山
市

大
阪
市

名
古
屋
市

岐
阜
県

旭
川
市
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九
州
市

横
浜
市

鹿
児
島
市

函
館
市

高
松
市

新
潟
市

姫
路
市

浜
松
市

仙
台
市

大
阪
府

香
川
県

和
歌
山
県

高
槻
市

北
海
道

長
崎
県

群
馬
県

愛
媛
県

広
島
市

熊
本
県

東
大
阪
市

兵
庫
県

長
崎
市

東
京
都

宇
都
宮
市

大
分
市

佐
賀
県

岡
崎
市

山
口
県

栃
木
県

新
潟
県

山
梨
県

相
模
原
市

富
山
県

山
形
県

島
根
県

鳥
取
県

松
山
市

神
奈
川
県

埼
玉
県

三
重
県

青
森
県

青
森
市

岩
手
県

盛
岡
市

秋
田
県

郡
山
市

い
わ
き
市

茨
城
県

前
橋
市

さ
い
た
ま
市

川
越
市

千
葉
県

千
葉
市

船
橋
市

柏
市

川
崎
市

横
須
賀
市

富
山
市

石
川
県

金
沢
市

福
井
県

長
野
県

長
野
市

静
岡
県

静
岡
市

愛
知
県

豊
橋
市

豊
田
市

滋
賀
県

大
津
市

京
都
府

京
都
市

堺
市

神
戸
市

西
宮
市

尼
崎
市

奈
良
県

奈
良
市

倉
敷
市

徳
島
県

高
知
県

高
知
市

福
岡
県

久
留
米
市

熊
本
市

大
分
県

宮
崎
県

宮
崎
市

鹿
児
島
県

沖
縄
県

※厚生労働省：「衛生行政報告例」
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平成２２年度 特定建築物１か所あたりの立入検査回数（降順）
※特定建築物への「立入検査」の回数のみについて解析したもの。
※東日本大震災の影響により宮城県、福島県のデータを除く。
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岡
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青
森
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石
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福
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静
岡
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東
京
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仙
台
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福
岡
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宇
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宮
市
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潟
市
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滋
賀
県

長
野
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川
崎
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九
州
市

大
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岐
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森
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島
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岡
市

久
留
米
市

豊
田
市

徳
島
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縄
県

函
館
市

大
阪
市

広
島
市

高
知
市

長
野
市

川
越
市

豊
橋
市

鳥
取
県

岡
山
市

下
関
市

鹿
児
島
市

※厚生労働省：「衛生行政報告例」
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平成２２年度 特定建築物１か所あたりの
報告徴収と立入検査の回数の相関関係

【地域保健対策検討会資料より一部修正】

1.2 

報告徴収と立入検査の回数の相関関係
※特定建築物への「報告徴収」と 「立入検査」の回数の相関関係について解析したもの。
※東日本大震災の影響により宮城県、福島県のデータを除く。
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特定建築物１か所あたりの報告徴収回数（回／年）

※厚生労働省：「衛生行政報告例」 13


